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令和７年度第４回稚内市廃棄物減量等推進審議会（議事録） 

 

１．日時 

令和８年１月２０日（火）午後１時３０分～ 

 

２．場所 

稚内市役所２階会議室３ 

 

３．会議の次第 

（1）一般廃棄物処理基本計画（案）について 

（2）答申書（案）について 
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以下に、意見及び質疑応答に関する発言を記載しますが、発言者を特定できないように氏名

を伏せています。 

 

【意見・質疑応答】 ○：審議会委員 ◎：アドバイザー ●：事務局 

 

（1）一般廃棄物処理基本計画（案）について 

◎：稚内市に確認したい。今後、審議会と実際の施策実行をどのように進めていくのか。また、

減量等推進審議会と減量等推進委員がどのような関係性にあるのかを伺いたい。さらに、

推進審議会の議論に推進委員が参加する、あるいは推進委員の説明会に審議会委員が参加

し、意見交換を行うといった連携の可能性があるのかも聞きたい。計画の周知については、

概要版やホームページ、広報紙のみでは市民に十分浸透しないと考える。そのため、町内

会での説明会や、年に 1 回程度の環境・廃棄物関連のイベントなどを通じて、継続的に情

報を発信していく必要があると考えている。また、現時点で具体的な案がないのであれば、

私の意見を参考に来年度から計画の普及及び実行方法をどのように具体化していくのか、

見解を伺いたい。 

●：現行計画では審議会との連携や PDCA サイクルがコロナ禍で思うような動きができなかっ

た。次期計画では、審議会は計画を作るだけでなく、最低でも毎年 1 回の場を設け、収集

体系や料金など議論していければと思う。推進委員は町内会で重要な役割を担っているが、

十分な連携が取れていない。今後は推進委員とも年に 1 回は意見交換したいと考えている。

市民周知についても概要版やホームページ、広報紙だけでなく、対面の啓発やイベント等

を活用して分かりやすく伝えたいと思っている。 

◎：市職員が出向いて直接ヒアリングし、コミュニケーションを取ることが有効であると思う。

計画の周知については、学校や子どもたちの協力をもらいながら企画を行うことで、より

広がりが期待できると思う。 

○：稚内市のごみ問題は分別や排出量などソフト面が弱いことである。現在、ごみに関する連

絡会議が存在しないため、ごみに関わる関係者が集まり、活動を共有できる「稚内ごみサ

ミット」のような場を年 1〜2 回設けることを提案する。ごみに限定し、ハード面と並行し

てソフト面の取り組みを進めることが理想的だと思う。 

○：計画の周知、進捗を市民へ知らせることが重要であり、振興局としても情報発信や啓発に

協力したい。 

○：大きな取り組みの前に小さな段階から進めてはどうか。ごみ出しについて質問がある。壊

れた食器と壊れていない食器で分別方法が違う理由を知りたい。 

●：黄色い袋に入れて捨てていただくのが本来だが、収集員の危険性の観点から、手間をかけ

てご協力をいただければ無料で回収するという整理をしている。 

○：廃棄物処理基本計画書（案）は、前回より充実した内容になっている。審議会は一度で終

わりではなく、長期的に関わり続けて今後の進め方を具体化していく必要があると考える。 
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○：ごみに直接関わる主婦や企業、学校の用務員などは、市がごみ問題に取り組んでいること

を十分理解していない場合がある。ごみの量が増えると分別が疎かになることもあり、関

わる人が正しく意識を持てるような仕組みが必要である。また、校長会や園長会などの場

で指導者に情報を伝え、そこから用務員へ周知していく方法が効果的だと思う。 

●：市民は日常生活でごみを処理した後、その後の流れを意識することがなく、ごみ処理の実

態や意義が十分に伝わっていない。そのため、市としてはごみ分別の目的や、ごみがどの

ように処理され資源として循環しているのかを分かりやすく説明し、理解を深めてもらう

必要があると考えている。また、ごみ処理には多くの費用がかかっていることについても、

計画書に記載している内容をさらに噛み砕いて、市民に伝えていくことが重要である。 

○：ごみ処理計画の中で食品ロス削減を扱うことは難しく、行政よりも民間の方が先行してい

る状況が見えているため、食品ロス削減は別に計画を立てるべきだと思う。また、「環境教

育や食育を通じて食品ロスを削減する」という文脈では、教育部門の取り組みが先行し他

部門が追従するようにも読めるため、適切かどうか検討が必要である。実際、食育の取り

組みは学校給食の議論にとどまり、食品ロス削減まで踏み込めていないため、教育が中心

になるのではなく、ごみ部門・農政部門・教育部門の三者が連携し、市として食品ロス削

減に取り組む体制を整える必要があると思う。 

●：食品ロスには製造過程、事業者、食べ残しなど多様な要因がある。市としては生ごみを循

環利用するバイオエネルギーセンターへの適切な誘導を進める一方で、発生抑制の取り組

みはまだ十分ではない。食品ロス削減は給食など庁内で関わる分野が多いため、関係部署

と連携して進める必要がある。 

○：以前、市役所に設置されていた衣類や電池の回収ボックスが現在も設置されているのか知

りたい。 

●：旧庁舎に置いてあった衣類の回収ボックスは今も置いている。 

○：衣類の他の回収ボックスはあるか。 

●：小型家電の回収ボックスが沼川支所、宗谷支所に設置されており、稚内の庁舎では総合案

内で受け付けている。乾電池は資源物収集の日に回収しているが庁舎内にも回収場所を設

けている。 

○：市役所では分別用の冊子も配布されているので、現時点で市に要求はない。 

○：一般廃棄物処理基本計画書については、提示された内容及び表現を基本とし、細部の表現

上の訂正や修正については事務局に一任するということでよろしいか。 

○：了承する。 

 

（2）答申書（案）について 

○：1 番から 4 番通して次期処分場や中間処理施設に関して本文に出てきていない意図を説明

していただきたい。審議会では、ごみ収集体制やごみ処理経費のあり方を中心に議論し、

これらについて中長期的視点で速やかに検討を進めるという方向でまとめたということか。
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市民の関心は次期処分場に集中しており、ごみ処理経費のあり方に加え、次期処分場の整

備及び中間処理施設の検討について、中長期的視点で速やかに検討を進める旨を追記する

必要がある。そのため 3 番へ追記するよう再検討願いたい。 

●：委員の皆様から指摘のあったとおり、より具体的に中間処理施設や最終処分場に関する文

言についても追記し、内容をより分かりやすく整理する。修正後の案は速やかに作成し、

委員各位に確認いただいたうえで、最終的な答申書として取りまとめる。 

○：これで終わりか。 

●：計画書としては、これが最終形になり、事前に会長に確認いただく。 

◎：事業系廃棄物処理体制の記述が不十分である。今回の計画は、最終処分場整備に必要な補

助金・交付金を受けるための行政上の計画として位置付けられ、これまで 1 年以上議論し

てきた。また、最終処分場を作り続けることは自然環境の負荷や管理コスト増につながる

ため、中間処理のあり方、最終処分場のあり方、広域処理の可能性などを含め、持続可能

な廃棄物処理体制について継続的に議論していく必要がある。 

●：事務局は、答申を即日取りまとめて委員に確認し、1 月 23 日に会長から市長へ答申を行う

予定である。また、計画案は字句の整理を行った上で、パブリックコメントの実施、1 月

30 日の民生文教常任委員会へ報告、3 月定例会での議決を経て 4 月から計画開始である。

計画づくりがゴールではなく、これからがスタートになるので引き続きお願いしたい。 

○：次の審議会に向け、現状を踏まえて再度取り組みを進める場を設定し、今後も審議会とし

て見ていきたい。 

 

以上 


